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「『貴回答書』に対する再指摘事項と適工な報道に向けて再考のお願い」への回答

先日、「日本原子力学会シエアネットワーク連絡会」ほか 2団体より、再び当協会に対し、

表題の文書 (以下、「書面」)が提出されました。この書面に対する当協会の見解は以下の

通りです。

NHKスペシヤル「メル トダウン」シリーズは、史上最悪レベルとなつた福島第一原子
力発電所の事故に対し、独自の取材と専門家による科学的検証を重ね、制作を続けている

ものです。私どもは、事故から4年たつた今でも多くの人が避難生活を送る中、「なぜこの

ような被害に遭わなければならないのか」という住民の思いに応え、原子力の安全性を向

上させるには、事故の検証は欠かせないと考えています。まずはこの点のご理解を賜りま

すようお願い申し上げます。

書面は本番組について「ま―るで今も大量放出が続いているかのごとく聞こえる報道Jと

していますが、番組にはそのような表現は二切なく、ご指摘は当たらないと考えます。

また書面は、 2月 に提出された「抗議と要望」への当協会の回答を受けて書かれていま

す。しかし、「放射線量のデータを放射性物質の放出量と混同していること」や、「福島第

一原発の敷地内の放射線量のデータは全方位をカバーしていないにもかかわらず、これを

根拠に放射性物質の大量放出を否定したこと」など、先の回答で当協会が指摘した「抗議

と要望Jの事実誤認等について説明がないまま、新たな質問をされており、誠に残念に思

います:

(1)について

当協会の見解は、すでに前回の回答でご説明した通りです6

番組|では、「15日 午後以降の放出量が全体のおよそ75%を 占めていたこと」、および
「15日 16時から16日 の朝にかけて、全体の10%占 める放出があらたこと」、「全体
の10%を 占める放出が 3号機のベントによるものだつた可能性があること」などを総合
して「知られざる大量放出」として伝えております。

書面に書かれた報道は、いずれも放出が継続していたことは分かるものの(定量的には

何も示していません。また、「図 al「図 b」 の論文等につきましては、論文の執筆者や発

表した東京電力が、内容に不確実性があることを認めています。また、こうした論文等は



二般の視聴者に広く知られていたものではないと考えます:

これに対し、今回の番組で使用した日本原子力研究開発機構の最新の論文のデータは、

論文の執筆者によれば、大気・海洋のモデル計算によつて海側への放出量を新たに推定し

たほか、福島県のモニタリングポス トのデータに基づいて放出量の変動を評価し直すなど

した結果、包括的な評価が初めてできたということです。こ:のため私どもは、この論文は、

放射性物質の放出量の推移を時間ごとの数値とともに説明できる初めての信頼できる研究

成果と考え、放送で取り上げました。

書面では「知られざる大量放出としたピークは 3年前の論文にも記載されていた」とし

ていますが、最新の論文を見ればわかるように、大量放出の開始時間や終了時間、継続時

間、放出率(注目している時間帯の総放出量、さらにヨウ素とセシウムの比率まで、もと

の論文から変わっています。

こうしたことを踏まえて「知られざる大量放出」という言葉を使わたものです。ご理解

を賜れば幸いでする

(2)について

当協会の見解は、すでに前回の回答でご説明した通りです。

番組は「‐3号機のベント|こよって放射性物質が大量放出された可能性」を、専門家によ

る実験とともに指摘したもので、「みられる」「可能性」
:な どと表現しています。

書面では、Ftt e」 の茨城県東海村の観測データを根拠に3号機のベントによる大量放出

を否定していますが、このデ=夕 は、原発から放出された放射性物質が直接飛来した丁部

期:間 を除き、放出時のヨウ素とセシウムの比率を議論する根拠と:な らなぃと考えます。

番組では、日本原子力研究開発機構がWSPEEDIで 計算した最新のヨウ素とセシウ
ムの推測値を用いました。それによりますと、セシウムに対するヨウ素の比率は、 3月 1

5日 午後 8時に増加し、その状態が 16日 未明まで続いています。増加が始まる時刻がベ

ント開始から4時間遅れていますが、専門家は、配管内にたまった放射性物質を含む水が

エアロゾル化して放出されるのは配管が十分温まってからで、数時間遅れる可能性はある

としています。ヨウ素の比率は21日 以降も高まっていますが、この原因はわかつていな

いため、今後調査する必要があると考えています。

また書面では、「ベントによる大量の放射能放出は一般的には考えられない」など4つ

の項目を挙げて実験を否定していますが、福島第一原発のように、事故の長期化によつて

圧力抑制室の水温が沸点近くに達すると、放射性物質を取り除く「スクラビング効果」は

ほとんど得られなくなってしまいます。 3号機のベントの際、圧力抑制室の水温は沸点近

くに達していたと考えられているうえ、複数回行われたベントの継続時間も長く、一般論

に基づいた主張は当てはまりません。また、番組は「配管にヨウ素を含んだ水がたまる」

「たまった水が蒸気と押し合つたのちに押し出される」という趣旨の説明をしましたが、



「蒸気と水が暫く押し合うことによる放射性物質の濃縮が起こる」とは伝えていません。

そもそも原子力施設の安全審査で用いられる計算式は、小規模実験に基づいて算出され

たものが多くあり、今回の実験は、それに倣つたものです。
「ベントによる大量放出の可

能性」を指摘するためには寸法や現象を厳密に模擬する必要はなく、今回の実験が十分で

あるこ
―とな 複数あ葦門家に確認してぃます
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根拠があります。 3号機では 15日 16時ごろにベントを開始し、その 2時間後の 18時

頃に 1ヽ西北西4kmにあるモニタリングポストで明瞭な線量率の上昇が確認されています。

三め蒔議議あ彙上持遠の嵐向は市で(専門家は、放射性物質が 2号機や 3号機の格納容器
|がら直接漏れていたとするとt北に流れることになり、西北西での線量率上昇は説明が難 |
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筒先端部の風向は東南東だらたとみられ、専Fヨ家は、ベントによって放射

建物質が排気筒から放出さ′れたと考ぇると、西北西の線量率上昇の説明がつくとしていま

す6● |1 1        1        1
番組は(以上のことから「ベントで大量の放射性物質が放出された可能性がある」と伝

えたものです。ご理解を賜れば幸いです。       1      .  .

(3)について

書面では、「SAMPSON」 の解析について「解析者が仮定した条件をあたかも解析

結果として報道した」と指摘していますが、そのような事実はありません。

番組で紹介している「SAMPSON」 の解析における注水量の条件は、NHKが独自

取材により入手したデータ、または公表されている最新の事故当時のデータなどに基づい

て設定しています。公表データは東京電力が随時更新しており、最近では2014年 12

月 16日 に公表しています (※ 1)8                   ■

さらに、資源エネルギー庁の「エネルギ
=白
書2013年 」に記されている通り(※ 2)、

炉内状況をシミユレーションする解析コァ ドの高度化に向け、現在、OECD/NEAの

協力の下、国内外の英知を集めた■り組み
「BSAFプ ロジエタト」が進められています。

「SAMPSON」 による解析を行つている専門家の方々はこのプロジ■クトに参加され

ており、常|こ最新のデT夕 を反映しながら解析ま
ニ ドの高度化に取り組んでいます (※ 3)。

なお、最新あ知見を反映しヽ 解析結果の支新を続けているのは東京電力の
「MAAP」 も

同様です (※ 4)。        、          1 ‐  1 ‐ ‐

また書面には「大量放出の最大の要因は、内部の圧力を下げるため、蒸気を圧力抑制室

の水でろ過して外部に放出するベントに失敗し、内部の蒸気が損傷した格納容器から直接

外部に漏えいしたことにあると考えられています」とありますが、
ベントが実施出来てい

ないのは2号機であり、2012年 5月 に公表された東京電力の分析では、 3号機からも



全体の4割弱程度の放射性物質が放出されたとされています:専門家の間では、福島第下

原発事故のように圧力抑制室が高温状態になつた場合、 「スクラビング」による放射性物

質の放畠抑tljの効果は、当初期待されているより低くなる可能性が指摘されています。

なお書面では、番組から受ける印象等を論じておられますが、当協会としては、問題の

ある表現とは考えておりません。

※ l  福島第一原子力発電所 事故時のプラント挙動 追旗公表データリス ト
平成26年 12梶 16日現在

httpブ/Mttv‐tepcO「 cO.ipノnゴ盤kushima‐五p/plant‐ data/141216 olantdata 01.pdf

※ 2  資源エネルギー庁 エネルギニ自書 2013年

※ 3  1RID資 料内 事故進展解析技術の高度化による炉内状況把握
http:〃 irid.0■ in/wprcontellt/ubloads/2014/07/Svmpo sSuzuk7io2 J.pdf

※4  東京電力資料  「福島原子力事故における未確認・未解明事項の調査・検討結果のご報告～
第2回進捗報告～」(訂正版)(2014年 8月 6日公表)

(4)について

前回の当協会の回答により、「準備していたマニュアルが今回起きた事象を想定したもの

ではなかつた」ことは、ご理解頂けたと考えますc

また書面では、「接続フランジが用意されたことで解る通り、そのような手順は以前から

検討されていましたJと されていますが、接続フランジを用いて原子炉に注水するといつ

た手段や手順はtヤニュアルには定められていません。

吉田所長にヒアリングを複数回にわたって行つた政府の事故調査・検証委員会の中間報

告 (※ 5)では、「根源的には、AM策 として消防車を利用した注水についてあらかじめ
想定し、担当する機能班・グループを明確に定めていなかつたことが、かかる現場対応の

遅れにつながつたものと考えられるムとあります。今回のような事故を想定したマニュア

ルはなかったと言えると考えます6

※5  東京電力福島原子力発電所における事故調査 。検証委員会 中間報告



以上のように、当協会としましては、本番組が事実と異なる放送内容であつたとは考え

ておりません。

また、ご指摘にあった全国の原発で行われている安全対策とその課題を検証する番組は、

今回の番組とは別の形で放送しており、今後も制作していくことにしています。

当協‐会としましては、様々なご意見も参考にしながら、引き続き、最新の知見を丁寧に

取材し、公平公正な報道と放送に努めてまいります。

平成 27年 3月 18日
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